
 

 

【韓国】 総合指数は週間で 1.2％安と 4週ぶり反落、イベント通過後で利益確定売り 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 1.2％安と 4 週ぶりに反落。5 月 1 日がメーデーで休場のため 4 日間の取引だった。週明け 4 月 30

日は 27日の南北首脳会談を好感し、大幅に上昇してスタート。朝鮮半島情勢の安定化や南北経済協力の推進などへの期

待から鉄道株や建設株が買いを集めた。終値は今年 2月 2日以

来、約 3 カ月ぶりに心理的節目の 2500 ポイントに乗せた。一

方、休場明けの 2－4 日は 3 日続落。首脳会談という重要イベ

ント通過後の一服感もあり、利益確定売りが優勢となった。半

導体価格の先行き不透明感や米連邦準備理事会（FRB）による

6 月追加利上げ観測の高まりを受けた資金流出懸念も重しとな

った。相場の調整を経て今週は買い戻しが入りやすい状況か。

10日にマネーサプライと 5月の韓国経済調査が発表される。 

 

【ロシア】 RTS指数は 1.5％安と 3週ぶり反落、今週はドル高で資金流出に警戒感 

先週の動き／今週の展望 

RTS 株価指数は 1.5％安と 3 週ぶりに反落。原油相場は堅調に推移したが、西側諸国との関係悪化やドル高が株価の

重しとなった。4 月 30 日－5 月 1 日が休場となり、祝日の狭間に市場がオープンした 2 日は指数が前営業日比 1.5％安

と 3日続落。原油相場は上昇したものの、西側諸国との関係悪

化やドル高による資金流出懸念が意識された。市場参加者が少

ない中、3日も 0.7％安と続落したが、4日は 1.6％高と反発し、

週間の下げ幅を縮めた。ブレント原油が 74 ドル台後半まで上

昇し、4年ぶりの高値となった前週の 75.47ドルに迫ったこと

が好感された。RTS指数は年初来では 0.7％安となった。今週

は、原油高が株価の支援となると期待される一方、ドル高によ

る資金流出懸念が上値を抑える展開となりそうだ。 

 

【ベトナム】 VN指数は週間で 2.2％安と 4週続落、今週も資金流出懸念が重しか 

先週の動き／今週の展望 

VN指数は 2.2％安と 4週続落。米中通商摩擦の激化懸念や、ドル高による資金流出懸念が重しとなった。先週は 4月

30 日が統一記念日、5 月 1 日がレイバー・デーで休場のため 3 日間の取引。連休明けの 2 日は VN 指数が 2.0％安と大

幅に続落。米中通商摩擦の激化懸念に加え、ドル高による新興

国市場からの資金流出懸念が嫌気された。指数は前週までの 3

週間で 12.5％下落したが、底打ち感は出ず、週後半も安値もみ

合いが続いた。インドネシア株が終値で約 9カ月ぶりの安値と

なったことも、投資家心理の悪化につながった。VN 指数は 4

月 10日の場中につけた過去最高値からの下落率は 15.2％に拡

大した。今週は 4週続落後の反発が期待されるものの、ドル高

を背景とした資金流出懸念が引き続き重しとなりそうだ。 
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【インドネシア】 
【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 2.1％

安、今週は 1－3月期の GDPが焦点 

ジャカルタ総合指数は 4 日間の取引で 2.1％安と続落。週後

半に外国人投資家の売りが集中して指数を押し下げた。30 日

は、金融株とエネルギー株が指数上昇をけん引し、終値で前営

業日比 1.3％高と続伸。メーデーによる休場を挟んだ 2日は、4

月の製造業 PMIが前月を上回ったことや同月の CPI 上昇率が

中央銀行の目標レンジに収まったことが好感された。ただ、勢

いは続かず、3 日に前日比 2.6％安と 4 営業日ぶりに反落する

と、4 日はさらに 1.1％下落し、終値で約 9 カ月ぶりの安値を

更新して引けた。今週は 7日に発表される 1－3月期の GDPに

対する市場の反応が焦点。10日はキリスト昇天祭のため休場。 
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【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は

0.9％安、30日に 07年 11月以来の高値更新 

ストレーツタイムズ指数は 4 日間の取引で 0.9％安と 6 週ぶ

りに反落。週初に 07年 11月以来の高値を更新したものの、後

半の下落が響いた。30日は、4月の銀行融資残高が過去最高額

に到達したことを受けて金融株が買われ、指数は終値ベースで

前営業日比 1.0％高と約 3カ月ぶりに 3600ポイントを回復。2

日まで 4 営業日続伸したが、3 日は買い材料に乏しく 1.1％安

と反落した。前日の取引終了後に発表された 4月の製造業 PMI

は 52.9 と前月の 53.0 をわずかに下回っている。今週は 11 日

に 3 月の小売売上高が発表される予定。外部要因では、8 日に

発表される中国の 4月の貿易統計が株式相場を左右しそうだ。 

 

 

【先週の動き／今週の展望】SET 指数は 0.1％高、原油価

格上昇でエネルギー株が好調 

SET指数は 4日間の取引で 0.1％高と小幅に反発。週後半の

下落が上昇幅を縮めた。30日は前週末に韓国と北朝鮮の首脳会

談が実現し、朝鮮半島の緊張が和らいだことが好感されて続

伸。2 日は米国がイラン核合意を破棄し、経済制裁を再開する

可能性への懸念から原油価格が上昇したことを受けてエネル

ギー株が買われた。ただ、3 日は北京で始まった貿易問題を巡

る米中協議に対する様子見で小幅に反落すると、4 日は 4 月の

米雇用統計の発表を目前にした買い控えで続落した。今週は国

内の重要イベントが少ない中、前週末の NYダウが失業率の改

善などを受けて続伸したことが追い風になるかが焦点。 

 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

1.2％安、今週は下院議会総選挙の結果に注目 

クアラルンプール総合指数は 4日間の取引で 1.2％安と続落。

先週は週初こそ上昇したものの、その後は軟調な値動きが続い

た。30日はゲンティンやサイム・ダービーなどの大型株が買わ

れて、3 営業日続伸。ただ、休場を挟んだ 2 日に米国で開催中

の FOMCに対する様子見で前日比 1.0％下落すると、その後は

週末まで 3日続落して引けた。4日に発表された 3月の貿易統

計は輸入が前年同月比 9.6％減少したことで、貿易黒字額が市

場予想を大幅に上回った。今週は 10 日に 3 月の鉱工業生産と

小売売上高が発表されるほか、中央銀行が定例の金融政策決定

会合を開催する予定。9日は下院議会総選挙の投票日で休場。 
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